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表紙

上記事項につきましては、法令および当社定款の規定に基づき、
書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載
しておりません。

なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわ
らず、株主のみなさまに、電子提供措置事項から上記事項を除い
たものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第48回定時株主総会資料

（電子提供措置事項のうち法令および定款に基づく

書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

・事業報告の「会社の体制および方針」

・連結計算書類の「連結注記表」

・計算書類の「個別注記表」

第48期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）

株式会社図研
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会社の体制および方針

会社の体制および方針
業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
当社が、取締役会において決議した、業務の適正を確保するための体制（以

下「内部統制」という）の整備に関する基本方針の概要および当該体制の運用
状況の概要は、以下のとおりであります。

１. 企業理念・指針
当社は、「健全で活気と品格にあふれる企業文化の確立」を企業理念とす

る。「健全」とは「洗練された高度な技術の保持と、良い財務体質の堅持」
を、「活気」とは「未来を切り拓く若さと、そこから溢れ出るチャレンジマ
インド」を、そして「品格」とは「企業として、また企業人、社会人として
の良識と品行」をいい、これをすべての活動の規範とする。また、変化の激
しい事業環境に迅速かつ機動的に対応し、適法かつ適正で健全性の高い企業
活動を行うことを企業統治の指針とする。当社は、かかる企業理念・指針の
下、内部統制の整備を推進していくものとする。

２. 当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合する
ことを確保するための体制

①当社グループの取締役および使用人の職務の執行が法令、定款その他社会
規範に適合するよう、法令等の遵守に向けた体制の整備を推進する。

②企業理念・指針の周知、徹底を図り、最高執行責任者である取締役の統括
の下、総務部門において横断的な取り組みを行うとともに、各部門および
子会社において自己の主管業務に関して体制の整備を行うものとする。

③内部監査部門として社長直属の監査室を設置し、内部監査を定期的に実施
するほか、各種規程・ガイドラインを制定・配布し、社内教育・研修を実
施するなど、公正な職務執行の確保に努めるものとする。

④反社会的勢力に対して組織全体として毅然とした態度で臨み、当該勢力と
の取引関係その他一切の関係を遮断していくものとする。

３. 取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制
①文書・情報の取り扱いに関する規程・ガイドラインに従い、議事録、稟議
書、契約書、報告書その他取締役の職務の執行にかかる文書・情報を適切
に保存し、管理する。

②保存期間は、文書・情報の種類、重要性に応じて規定された期間とする。
③取締役および監査役は、必要に応じて随時これを閲覧することができるも

のとする。

４. 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社グループの企業活動に伴う損失の危険（以下「リスク」という）を的
確に把握し、その現実化を未然に防止し、またこれが現実化した場合には
適切な措置を講じることができるよう、リスクの管理体制の整備を推進す
る。
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会社の体制および方針

②最高執行責任者である取締役の統括の下、各部門および子会社は自己の主
管業務に関わるリスクの管理体制を、また総務部門は横断的なリスクの管
理体制を整備するものとし、リスクの評価、見直しを適宜実施するほか、
各種規程・ガイドラインを制定・配布し、社内教育・研修を実施するな
ど、リスク管理の実効性の向上に努めるものとする。

③重大なリスクについては、統括取締役および監査役へ速やかに報告するも
のとする。

５. 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた
めの体制

①当社グループの取締役の効率的な職務の執行を確保するよう、経営規模、
事業内容等に応じた適切な組織体制の構築を推進する。

②経営の基本方針や重要事項の審議、決定ならびに取締役の業務執行に対す
る監督は、定時または臨時に開催される取締役会において行い、機動的な
意思決定と厳格な経営監督の実現を図るものとする。

③業務執行に関する責任と権限については、組織・業務分掌および職務権限
に関する規程により明確にし、組織的かつ効率的な事業体制の確立に努め
るものとする。

④事業の進捗状況や業績内容は、取締役会その他の会議体において、担当取
締役、各部門長が定期的に報告し、検討・討議されるものとする。

６. 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制

①当社の企業理念・指針は、当社グループ各社においても等しくこれを共
有、実践することとする。

②当社グループ全体における業務の適正を確保するよう、当社は、関係会社
の管理に関する規程を制定するとともに、各社の経営規模、事業内容等に
応じた適切な内部統制を各社と協同して整備し、当社グループ全体におけ
る内部統制の整備に努めるものとする。

③当社は、子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報等、子会社の取
締役の職務の執行にかかる事項の報告を受けるものとする。

７. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事
項および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①監査役会事務局を総務部門に設置し、事務局にて監査役の職務の補助を行
う。

②事務局は、監査役の指示に従って職務の補助を行うものとし、その業務に
関して、事務局員は、取締役、上長等の指揮命令を受けないものとする。

③事務局員の人事異動については監査役会と事前に協議するものとし、補助
業務に関する懲戒については監査役会の事前の承認を得るものとする。
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８. 監査役への報告に関する体制
①監査役が迅速かつ正確に当社グループの状況を把握できるよう、監査役へ
の報告体制の整備を推進する。

②当社の取締役および使用人ならびに当社グループの取締役、監査役、使用
人およびこれらの者から報告を受けた者（以下「取締役等」という）は、
当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実、取締役の職務遂行
に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実、その
他監査役会と取締役との協議により定める報告事項が生じた場合は、これ
を速やかに監査役に報告するものとする。

③監査役は、取締役会その他重要な会議に出席することができ、必要に応じ
て取締役等に対し、経営状況、各事業の進捗状況、業績内容など重要事項
の報告を求めることができるものとする。

④当社は、取締役等が監査役に報告をしたことを理由として不利な取扱いを
行わないものとする。

９. 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理にかかる方針に
関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対して会社法第388条

に基づく費用の前払等の請求をしたときは、当該請求にかかる費用等が当該
監査役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、これを負担す
るものとする。

１０. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査が実効的に行われるよう、監査の重要性と有用性に対する認識・理解
の浸透に努めるものとする。

②代表取締役との定期的な意見交換や会計監査人および内部監査部門との連
携など監査環境の整備を推進するものとする。

１１. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社では法改正や事業環境の変化に伴い各種規程の見直しを行っており、

その内容を取締役会で決議するとともに、使用人に対しては、法令・規程等
に則った業務遂行のための研修や啓蒙活動を実施しております。また、内部
監査部門が、当社および子会社において、法令・規程に適合しているかの内
部監査を実施するとともに、当社の取締役は、子会社からの財務・事業の進
捗状況の報告を受け、必要に応じて説明を求めるなど、当社グループ全体の
業務の適正性を検証しております。
なお、監査役におきましては、取締役会その他の重要な会議に出席すると

ともに、取締役およびその他の使用人からの報告や各取締役にヒアリングを
実施するなど、監査の実効性の向上に努めております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の数……………………21社

主要な連結子会社名は、事業報告の重要な子会社の状況に記載しているため、省略して

おります。

②　非連結子会社の数…………………１社

非連結子会社１社は、小規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等はいずれも連結計算書類に重

要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外して

おります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法適用の関連会社数…………１社（会社名 ビジネスエンジニアリング株式会社）

②　持分法を適用していない非連結子会社数  １社

非連結子会社１社は、小規模であり、当期純利益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等

はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼさないた

め、持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、ズケン・コリアInc.、ズケン・シンガポールPte.Ltd.、台湾図研股份

有限公司の決算日は２月末日であり、図研上海技術開発有限公司、ズケン・バイテック

Inc.の決算日は12月末日であります。

連結計算書類の作成に当たっては、各連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しており

ます。ただし、決算日が連結決算日と異なる上記５社については、連結決算日までの期間

に発生した重要な取引について、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。
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建物及び構築物 ３年～60年

工具、器具及び備品 ２年～20年

棚卸資産

通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

商品……………………………主として移動平均法による原価法

製品・仕掛品…………………当社及び主な連結子会社は個別法による原価法、一部の

連結子会社は総平均法による原価法

原材料…………………………当社は移動平均法による原価法、主な連結子会社は個別

法による原価法

貯蔵品…………………………当社及び主な連結子会社は最終仕入原価法

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備

は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用し、海外連結子会社は主として定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

無形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社のソフトウェアについては、市場販売目的のものは販売開始

後の有効期間（３年以内）に基づく定額法、自社利用目的のものは社内における利用

可能期間（５年以内）に基づく定額法によっております。

その他の無形固定資産については、定額法によっております。

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

賞与引当金

当社及び一部の連結子会社は、従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。

役員賞与引当金

当社及び一部の連結子会社は、役員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。
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④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産及び負債は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上してお

ります。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上して

おります。

過去勤務費用は、発生年度において一括費用処理しております。

数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生額について５年間の定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。

⑥　収益及び費用の計上基準

当社および連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な

履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は

以下のとおりであります。

当社グループは、エレクトロニクス、自動車関連及び産業機器製造業を中心に設計から

製造までのプロセスに係るソリューションの販売及びこれに付帯するクライアントサー

ビス業務の提供を行っております。ソリューションの販売については、顧客に引き渡し

た時点において顧客が製品・商品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足さ

れると判断しており、当該製品・商品の引渡時点で収益を認識しております。なお、一

部の商品において、顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理

人に該当する取引については、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純

額で収益を認識することとしております。 クライアントサービスの提供は、主に一定

期間の商品及び製品の保守サービス契約であり、サービス期間の経過に伴って履行義務

が充足されることで収益を認識しております。

取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含ま

れておりません。

⑦　のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、発生原因に応じて15年以内での均等償却を行っております。
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日本 欧州 米国 アジア
連結計算書類

計上額

売上高

ソリューション 15,811,123 4,083,070 1,848,732 777,720 22,520,646

クライアントサービス 10,687,931 3,011,586 1,176,256 1,069,811 15,945,586

合計 26,499,054 7,094,657 3,024,989 1,847,532 38,466,233

当連結会計年度

契約負債(期首残高) 11,469,101千円

契約負債(期末残高) 12,888,531千円

当連結会計年度

１年以内 14,541,777千円

１年超 4,900,705千円

合計 19,442,483千円

有形固定資産の減価償却累計額 8,967,029千円

２．収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を、財又はサービスの種類別に分解した内訳は、以下のとお

りであります。

（単位：千円）

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「会計方針に関する事項」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3) 当期及び翌期以降の金額を理解するための情報

①　契約資産及び契約負債の残高等

契約負債は、主としてクライアントサービスの提供を行うにあたり、顧客から受け取っ

た前受金に関連するものであります。これらのサービス期間の経過に伴って履行義務は

充足され、契約負債は収益へと振替えられます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額

は7,219,693千円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益認識が見込まれる期間は以下のとおり

であります。

３．連結貸借対照表に関する注記

－ 7 －



2024/05/27 9:05:13 / 23069788_株式会社図研_招集通知

連結注記表

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 23,267,169株 － 1,017,365株 22,249,804株

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普 通 株 式 18,611株 998,764株 1,017,365株 10株

決 議
株式の
種 類

配当金の総額
１株当た
り配当額

基 準 日 効 力 発 生 日

2023年６月29日
定時株主総会

普通
株式

581,213千円 25円 2023年３月31日 2023年６月30日

2023年11月６日
取締役会

普通
株式

558,953千円 25円 2023年９月30日 2023年12月４日

計 － 1,140,167千円 － － －

2024年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと

おり提案しております。

①　配当の原資 利益剰余金

②　配当金の総額 667,493千円

③　１株当たり配当額 30円

④　基準日 2024年３月31日

⑤　効力発生日 2024年６月28日

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

普通株式の発行済株式の総数の減少は、取締役会決議に基づく消却によるものであります。

(2) 自己株式に関する事項

普通株式の自己株式の数の増加は、取締役会決議に基づく自己株式の取得998,300株及び単元

未満株式の買取り464株であり、普通株式の自己株式の数の減少は、取締役会決議に基づく消

却によるものであります。

(3) 配当に関する事項

(4) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの
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連結注記表

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

有価証券及び投資有価証券 10,294,169千円 10,295,819千円 1,650千円

関係会社株式 2,407,877千円 9,462,600千円 7,054,722千円

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 294,092千円

５．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については信用リスク、金利等を考慮し、安全性を第一と考

え、元本割れの可能性が極めて低いと思われる金融商品で行っております。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クについては、取引先ごとに与信管理を徹底し、回収期日及び残高を管理するとともに、

財務状況の悪化等による回収懸念債権の早期把握や軽減を図っております。

有価証券及び投資有価証券、並びに関係会社株式については、業務上の関係を有する企業

の株式や公社債投資信託等であり、市場価格の変動リスクに晒されております。当該リス

クについては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握することで減損懸念の早期把握

や軽減を図っております。営業債務である買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であり

ます。

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採

用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(*1) 「現金及び預金」「受取手形」「売掛金」「買掛金」については、現金であること、及

び預金、受取手形、売掛金、買掛金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似す

ることから、記載を省略しております。

(*2) 市場価格のない株式は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。当該

金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
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連結注記表

１ 年 以 内
１ 年 超
５ 年 以 内

５ 年 超
1 0年以内

1 0 年 超

現金及び預金 28,447,612千円 － － －

受取手形 359,351千円 － － －

売掛金 6,889,139千円 － － －

合計 35,696,104千円 － － －

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 3,594,169千円 － － 3,594,169千円

資産計 3,594,169千円 － － 3,594,169千円

（注）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に

より算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに

時価を分類しております。

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
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連結注記表

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

公社債投資信託 － 6,701,650千円 － 6,701,650千円

関係会社株式 9,462,600千円 － － 9,462,600千円

資産計 9,462,600千円 6,701,650千円 － 16,164,250千円

(1) １株当たり純資産額 1,818円20銭

(2) １株当たり当期純利益 171円37銭

②　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

有価証券及び投資有価証券、関係会社株式

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

公社債投資信託は、取引金融機関が公表する基準価額を用いて評価しております。活発な

市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しており

ます。

６．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産につきましては、重要性が乏しいため記載を省略しております。

７．１株当たり情報に関する注記
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個別注記表

建物及び構築物……………………………３年～60年

車両運搬具及び工具、器具及び備品……２年～20年

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式………………………移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有する棚卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

製品・仕掛品……………………個別法による原価法

原材料……………………………移動平均法による原価法

貯蔵品……………………………最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１日

以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

②　無形固定資産（リース資産を除く）

ソフトウェアについては、市場販売目的のものは販売開始後の有効期間（３年以内）に

基づく定額法、自社利用目的のものは社内における利用可能期間（５年以内）に基づく

定額法によっております。

その他の無形固定資産については、定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐

用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(3) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。
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個別注記表

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

②　賞与引当金…………………………従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。

③　役員賞与引当金……………………役員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

④　退職給付引当金……………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事

業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生額について　

５年間の定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理しております。

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが、連結計算書

類と異なっております。計算書類上、退職給付債務に未認識数理計算上の差異を加減した

額を退職給付引当金に計上しております。

(6) 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び

当該履行義務を充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は以下のとおりでありま

す。

当社は、エレクトロニクス、自動車関連及び産業機器製造業を中心に設計から製造までの

プロセスに係るソリューションの販売及びこれに付帯するクライアントサービス業務の提

供を行っております。ソリューションの販売については、顧客に引き渡した時点において

顧客が製品に対する支配を獲得することから、履行義務が充足されると判断しており、当

該製品の引渡時点で収益を認識しております。クライアントサービスの提供は、主に一定

期間の製品の保守サービス契約であり、サービス期間の経過に伴って履行義務が充足され

ることで収益を認識しております。

取引の対価は履行義務を充足してから1年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれ

ておりません。
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 7,406,697千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 短期金銭債権 108,520千円

長期金銭債権 12,030千円

短期金銭債務 161,365千円

(1) 関係会社に対する売上高 1,524,654千円

(2) 関係会社からの仕入高 1,538,672千円

(3) 関係会社との営業取引以外の取引高 1,774,793千円

普通株式 10株

関係会社出資金 1,752,080千円

退職給付引当金 771,632千円

関係会社長期債権 489,340千円

関係会社株式 474,760千円

前受収益 128,065千円

賞与引当金 126,868千円

未払金・未払費用 112,472千円

未払事業税 42,534千円

その他 82,304千円

繰延税金資産小計 3,980,059千円

評価性引当額 △2,780,478千円

繰延税金資産合計 1,199,580千円

その他有価証券評価差額金 918,386千円

その他 29,319千円

繰延税金負債合計 947,706千円

繰延税金資産の純額 251,873千円

２．貸借対照表に関する注記

３．損益計算書に関する注記

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数

５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産

繰延税金負債
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個別注記表

法定実効税率 30.6％

（調整）

評価性引当額 33.1％

受取配当金益金不算入 △25.0％

試験研究費税額控除影響 △7.1％

その他 1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.6％

種 類 会社等の名称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高

子会社 ズケンLtd.
間接

100.0％

製品の販売及
び原材料の購
入、不動産の
賃貸、役員の
兼任等

製 品 の 販 売
（注１）

980,029千円
関係会社長期
営業債権

1,607,314千円

原材料の購入等
（注１）

160,796千円 買掛金 10,948千円

不動産の賃貸等
（注２）

34,663千円
投資その他の

資産
その他

12,030千円

子会社 図研テック㈱
直接

100.0％

製品の販売及
び原材料の購
入、不動産の
賃貸、技術者
の派遣等

製 品 の 販 売
（注２）

2,363千円 売掛金 660千円

原材料の購入等
（注２）

650,232千円 買掛金 72,880千円

不動産の賃貸等
（注２）

26,240千円 未収入金 539千円

技術者の派遣等
（注２）

334,824千円 未払金 30,169千円

(1) １株当たり純資産額 1,504円17銭

(2) １株当たり当期純利益 52円40銭

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

６．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

（注）１. 取引価格は、販売代理店契約に基づき決定しております。

２. 取引価格は、一般的取引条件を勘案して決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記
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